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原著

韓国における肢体不自由教育教師の研修に関する研究

一研修の時期・場・形態・指導者・内容を中心に一

趨 洪{中*・柳本雄次叫

本研究は、韓国の肢体不自由教育教師 170名を対象に研修を通じて資質・能力がど

のように形成されていくかについて、研修侍期・研修の場・研修形態・研修の指導者・

研修内容を中心に検討を行った。その結果、肢体不自由教育教師の「障害児教育教師

の全般的な資質・能力」を形成するためのより望ましい研修時期は、教職経験r5年目」

までが、研修の場は、「個人研修Jが、研修形態については、「セミナ一方式」が、研

修の指導者は「教育実践者J が、そして研修内容は「基本研修」がより有効であると

認識していた。「障害児教育教師の専門的な知識・能力」を形成するための研修時期・

研修の場・研修形態においては、「障害児教育教師の全般的資質・能力」と同様の傾向

が見られたが、研修の指導者については「大学教員」が、そして研修内容は「領域研

修」がより有効であると認識していた。全領域では若手教師ほど研修の効果を高く評

定し、研修の場としては「校内研修」がより有効であると認識していた。また、資質・

能力の形成により大きな影響を受けている対象は同僚と先輩であった。

キー・ワード:肢体不自由教育教師、資質・能力、研修、韓国

1 .問題と目的

学校教育の質的な成果を決定づける主要な要

因は、教育内容(カリキュラム)と教師の能力

である CHeatheres，196611))口そのうち教師の

資質・能力の問題は、常に教育行政の課題とさ

れてきた。最近、教師教育に関する動向は、養

成教育と現職教育の統合ないしは一貫した体系

化に向かっている。この背景として、岸本・林・

赤木・河相・悶東・小野・小山(198017)) は第一

に、 r量から質へ」の移行、第二に、教師の職能

成長の必要性、第三に、生涯学習の理念を挙げ

ている。特に現職研修の必要性は、教職の専門

性といった次元のみならず、学校を取りまく社

会状況に密接に関係している。

学校に焦点を当てた(School-focused)現職

* )心身障害学研究科
キ本心身障害学系

教育とは、個々の学校の実態、や特性・要求を満

たし、かつ教室などでの教授=学習の水準を高

めるのに必要な研修計画を、その指導者と教師

が協力して推進するために導入するあらゆる方

策のことであり、純粋な教育的評価に立った方

式である(伊藤， 198614))。

現職教育は、職務改善のために専門職員CPro-

fessional personne1)が勤務期間中に参加でき

るよう計画された全ての活動を意味 CHass，

195710)) し、 Orrangeand Ryn (197527)) は学

校の職員が与えられている責任を果たせるため

に必要とする能力、技術及び態度を養うために

計画された活動を体系化したプログラムを含む

専門性開発の一部分であるとしているo

現職教育の形態について、Berge、Harrisand 

Walden (19572)) は、1)中央集権的アプローチ

(Centralized approach)、2)分散的アプローチ

(Decentralized approach)、3)中央調整的アプ
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現職教育の形態について、Berge、Harrisand 

Walden (19572)) は、1)中央集権的アプローチ

(Centralized approach)、2)分散的アプローチ

(Decentralized approach)、3)中央調整的アプ

ローチ CCentraIIycoordinated approach)に

分類しており、また、 Nicholson (197625)) は、

1)基本職務的形態、 2)準職務的形態、 3)大学中

心的形態、 4)専門団体中心的形態、 5)自己支持

的形態の 5つの類型に分けて説明しているD

効率的な現職教育のために Burrel10and 0子

baugh (19823)) は、 1)現職教育は学校全体プロ

グラムに組み込むこと、 2)現職教育への参加を

誘導するために必要不可欠な専門的褒賞

(Intrinsic professional rewards)を与えるこ

と、 3)現職教育のプログラムは参加者のニーズ

に基づいて構成すること、 4)現職教育は変化の

要求に対応できること、 5)現職教育は容易に参

加できること、 6)現職教育活動の定期的な評価

が必要であることを指摘している。

教師の資質・能力の形成は、教師としての経

験を積み重ねることと絶えざる研修によって、

教職の長期的な過程の中で段階的、継続的に漸

次形成される。とりわけ、教職初期では、短期

的・集中的な資質・能力の形成が、教師として

の成長過程において大きな意味を持っている D

教師の資質・能力の形成に影響を与える時期に

ついては、就職後の数年間の赴任校の影響が大

きいと言われている。この時期に、周囲からど

のような働きかけを受け、自らが教師として、

いかに資質・能力の形成を図るかで、その後の

教師としての成長に相違が生じてくる。

初任者研修の意義について、 1987年 12月の

教育職員養成審議会の答申は、「新任教員の時期

は、教職への自覚を高めるとともに、円滑に教

育活動に入札可能なかぎり自立して教育活動

を展開していく素地をつくるうえで極めて大切

な時期である。この時期に組織的、計画的な現

職研修を実施し、実践的な指導力や教員として

の使命感を深めさせることは、現職研修の第1

段階として必要不可欠であり、その後の教員と

しての職能成長に欠くことのできないものであ

る。」と述べており、初任者研修制度の目的は、

1)実践的指導力の養成、 2)使命感の泌養、 3)幅

広い知見の習得の 3点にあると要約している O

韓国における現職研修の現状は、 1980年代に

入って急速に特殊学校や特殊学級が新設、また

増設され、教師の数が増えているが、現職研修

は10%の需要にも満たない程度であり、1982年

から 1988年までの研修実施機関はすべて委託

研修として行っていた(金源慶， 198916)) 0 1996 

年には国立特殊教育院で職務研修として特殊学

校の小学部・中学部及び特殊学級設置校の校監

(教頭)課程がそれぞれ80名を対象に行われて

おり、特殊教育担当奨学士(指導主事)課程は

60名を対象に行われているD 一般研修の場合

は、各領域別に幼稚部・小学部・中学部教師課

程及び初等学校(小学校)及び中学校の特殊学

級担当教師課程を設けて研修を行っている(韓

国富立特殊教育院、 199615))0 

従来の韓国における肢体不自由教育教師の資

質・能力に関する研究は、伝統的に大学におけ

る養成教育に焦点がおかれてきた(李貞淑，

198320) ; Chong dong il， 19944);安乗輯、

19911))0 しかし近年、養成教育は教師の継続的

教育の過程における最初の基礎的な段階であ

り、生涯を通じて形成する過程として捉えられ

ている。その背景には生涯学習とりカレント教

育の考え方があり、現在は現職研修のニーズが

高まっているが、実際には肢体不自由教育教師

の現職研修に関する具体的なニーズや肢体不自

由教育教師の資質・能力の形成に関する研究は

見当たらない。

そこで本稿では趨・柳本(1996a7)) の肢体不

自由教育教師の研修に関する予備諦査に基づい

て、韓国の肢体不自由教育教師の諸資質・能力、

すなわち、「障害児教育教師の全般的な資質・能

力Jr障害児教育教師の専門的な知識・能力Jr重

度・重複障害に関する知識・能力J r情操教育」

「基礎的な資質J r医学的理解J r協調性」とい

う肢体不自由教育教師の 7つの資質・能力趨

(19945))は、具体的に研修を通じてどのように

形成されていくかについて、研修の時期、場、
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教育教師178名に質問紙を配布し、 144名から

回答を得た。有効回答率は81.9%であった。 65

項目について主因子法による因子分析を行っ

た。バリマックス自転を行った結果、固有値l.0

を越える悶子は 7因子が抽出された。第7因子

までの累積寄与率は 6l.5%で44項目であった

形態、指導者、内容を取り上げ、その有効性に (越、 1995b6)) 0 7因子はそれぞれ「障害見教育

ついて検討を行った。 教師の全般的な資質f障害児教育教師の専門的

table 1 調査の対象
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II.方法

1 .調査対象

調査は韓国の肢体不自由教育教師170名(有

効回答率は 68%)を対象とした口調査時期は

1996年8月から 9月であった。

2.質問紙の構成

1 )肢体不自由教育教師の資質・能力に関す

る質問項百

肢体不自由教育教師の資質・能力を調べるた

めに調査候補項目を作成した。候補項目の収集

にあたっては、 1960年から 1989年までの関連

する先行研究を参考にした。すなわち、井上

(198912)) ; Mackie and Conner (196021)) ; 

Geer and W olf (19609)) ; Mackie and Dunn 

(196022)) ;石部(196813)) ;李貞淑(198320))の

研究で用いられた項目と韓国の肢体不自由教育

教員養成大学の教員 (3名)及び肢体不自由学校

の校長 (3名)を対象に面接法を用いて得られた

項目のうち内容が重複するものを削除した合計

102項目について、教員養成大学の教員 (3名)

と肢体不自由学校の校長 (6名)を対象に、肢体

不自由教育教師の資質・能力を測る項目として

妥当であるかを判断してもらい、一致率が高い

(合名中 7名以上の一致)65項目を採用した。

65項呂は教員養成大学の教員 2名と校長3名

により KJ法に従って分類してもらった。その

結果8カテゴリー(l.教育基礎、 2.医学的理解、

3.学習指導、 4.養護・訓練、 5.重度・霊複、 6.

協力関係、 7.一般的な資質、 8.専門能力)に分

類された。

調査の対象は韓国における 6校の肢体不自由

な知識・能力」 γ重度・重複障害に関する知識・

能力Jr情操教育f基礎的な資質f医学的理解J

「協調'性Jと命名された口累積寄与率は 6l.5%

とやや低い値で、因子的妥当性の保証を得るた

めには十分とは言えないが、 KJ法で得られた 8

カテゴリーと、因子分析で抽出された 7因子が

3つを除いてほぼ一致 (5因子)していた口この

ことから、肢体不自由教育教師の資質・能力を

測るための中心的な因子であることが言える

(趨・柳本1996b8)) 0 

2 )研修に関する質問項目

本研究では、肢体不自由教育教師の資質・能

力が研修を通じていつ、どのように形成されて

いくかを謂べるため質問紙を作成した口質問項

目については、主に永岡(198324))、越・柳本(1996

a7)) の研究で用いられた項目についてこの分野

で、の専門的な知識を持っている肢体不自由教育

教員養成大学の教員 3名と肢体不自由学校の校

長(教頭)4名によって内容的妥当性が検討さ

れ、一致率が高い (7名中 6名以上の一致)112 

項目が最終的に採用された。

III.結果及び考察

l 研修時期

肢体不自由教育教師の資質・能力の向上は、

今日現職教育の重要な課題の一つである。その

ためには様々な研修機会が提供されている o こ

れらの研修は教育現場のニーズを踏まえた上で

実施されなければならない。ここでは肢体不自

由教育教師の諸資質・能力 (7つの領域)がいか

なる時期に重点的に形成されるかに関して教職

経験年数と研修の時期との関連について検討を

行った。
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15.722， df = 8， pく.05)。「障害児教育教師の全般的な資質・能力J の

形成に資する研修時期は、 Fig.1に示すように

教職経験勺年'"'-'2年目」が有効であると認識さ

れており (全体教師の 54.3%)、教職経験r3年

'"'-'5年目J までを含めると教師全体の 90.3%が

有効であると認識していた。

「障害児教育教師の専門的な知識 ・能力J が

形成されるための研修時期については、教職経

験 r1年'"'-'2年目Jがより有効であると認識され

ており、教職経験r3年"-'5年目Jまでを含める

と教師全体の 90.9%のが有効であると認識し

ていたD教職経験年数では Fig.2に示すように教職

経験が短い若手教師ほど、教職経験r1年'"'-'2年

目」がより有効であると認識していた Ct2之
「重度・重複障害に関する知識・能力」が形

成される研修時期については、教職経験 rl年

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全般的資質 ・能力 家長室号線記議委菱銀後総務議事泌総務

専門的知識・能力 ヲ際l¥議鱗言語総務議議撃機織繍議号九機1議議1禁事1糠議議/沼

重度 ・重複に関する知識・能力 限響総怒盤幾議後答滋議総務機~議議譲渡1

/ 
情操教育

-------基礎的な資質 総雲寺!務主著滋鐙奈さき認器密主議機

1...¥>ゐ 「¥---¥¥

医学的理解

~ 
協調性 1< .JM~~gJ.滋経験議~~;交号機械泌総議選

図21以上 .1l-20年 白6-10年 国3-5年 国 1-2年

Fig.l 研修の時期
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Fig.2 研修の時期と教職経験年数との関係
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'""'-'2年目Jがより有効であると認識されており、

教職経験 r3年'"'-'5年目」までを含めると教師全

体の 89.1%が有効であると認識していた。教職

経験年数では教職経験が短い若手教師ほど、教

職経験 rl年'"'--'2年目」がより有効であると認識

していた(X2=12.895，df=6， pく.05)。

この他、「情操教育Jr基礎的な資質Jr医学的

理解J r協調性Jの4つの領域においても上記と

類似な傾向が見られた。

つまり、教職経験 r1年'""'-'2年目J の研修は、

7つの領域のうち「障害児教育教師の全般的な

資質・能力J r基礎的な資質J r協調'性」の 3つ

の領域において他の専門的な知識・能力に関す

る領域より有効であると認識された。これはこ

の時期において、職場への適応、教師の日常的

職務活動のうち比較的に常規的性格が強い事務

処理能力、教師の指導活動の基礎となる児童・

生徒の把握能力、教師としての心構えなど教職

に対する基礎的な資質が強く要求されているか

らであろう D 特に教職経験が短い若手教師ほど

この傾向は強くみられた。

教職経験 r3年""'5年目」の研修は、「障害児

教育教師の専門的な知識・能力J r重度・重複障

害に関する知識・能力」といった領域が有効で

あると認識されていた。この時期は教育実践を

展開する能力や教科の学問的な理解に関する

ニーズが高いからであろう。これらの領域はそ

の内容からみて短期間に形成されるものではな

く、継続的な研績によってより内容のあるもの

として形成されるものと推測される。

教職経験 r6年'""'-'10年目」は中堅期に位置す

る時期と言える。この時期は学年会や学校の企

画や運営に関する中間層のリーダーとしての活

動が期待されている D この時期では 7つの領域

のうち「医学的理解J の領域が他の領域より比

較的重要視されていた。これは肢体不自由教育

が医療との関わりが深いことがその原因のーっ

として考えられる O 三津・瀬尾・草薙(199324))

の特殊教育諸学校教員の研修のニーズに関する

調査によると「教育内容」と「指導方法」に重

点、が置かれ、医学や心理学は下位にランクされ

ているとしているが、今回の調査でもそれに類

似した示唆点が見られた。

以上の結果を見ると 7つの領域で共通に教職

経験勺年-----2年目」の研修がより有効であると

認識されていたが、この時期は新任教師を対象

とする初任者研修の時期である。岸本(198719))

によると、新任期では身につける力量として生

徒把握能力が最も重要でトあり、この時期は他の

時期に比べて著しい。それは教師が新任期には

じめて児童・生徒に接し、指導していくために、

児童・生徒を理解し、把握する力量がすべての

教育活動の基礎として要求されるからであろ

う。日本教育学会指導行政特別委員会(198426))

の研究によると 20代教師は、各教科の教材研

究、授業の方法、生活 ・生徒指導、学級経営の

理論と方法について高いニーズを持っており、

30代の教師は教育評価、教育課程、教科外活動、

研究・研修の方法等について高いニーズを持っ

ていた。そして 40代の教師は学年経営、校内研

修の計画と運営、現代の教育問題等について

ニーズが一段と高くなる。このように、教職経

験年数の長さに応じて問題関心の中心が移って

いくのは、教師自身が経歴を積む間に職業的に

成長を遂げ、また、学校におりる教育活動やそ

の他の諸分野の共働的企画や運営の実際面に関

わって、各教師に期待される役割が変わってく

るからであろ うO 広島県教育委員会は教師のラ

イフステージに合わせて研修のプログラムを編

成しているO 第一期(教職5年目まで)は基礎

的資質の育成の時期としており、基礎研修がこ

れに当てはまる O 研修内容は教科指導、生徒理

解、同和教育、学級形成、障害児教育、教育法

規、情報処理教育などである。第二期(6年'"'-'10

年目)は実践的な指導力の向上の時期としてお

り、専門研修がこれに当たる口研修内容として

は教育方法、学級経営、生徒指導、進路指導、

障害児教育、教育相談、同和教育、情報処理教

育である O 第三期 (11年-----20年目)は実践的指

導力の充実期として、専門研修がこれに当たる o

研修内容は校務運営、教育課程、学年経営、教

科経営、進路指導、同和教育、教育相談である。
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第四期 (21年以上)は学校経営に関する資質の

育成・充実期として、職務研修がこれに当たるD

研修内容は学校経営・管理、教育行財政、同和

教育などである口三津・瀬尾・草薙(1993口))は

各教員は教職の全期間を通じ、教職経験に応じ

て発達するとしている。すなわち、その時期区

分は、1)教職の基礎育成期 (0年'"'"'5年)、 2)教

職一般の充実期(5年..........10年)、 3)教職専門性の

充実期 (10年'"'-'20年)、 4)教育経営資質育成期

(20年'"'-'30年)、 5)教育経営資質の充実期 (30

年'"'-'38年)の 5つの時期であるD

このように教職経験 r3年'"'-'5年目」までが研

修に対するニーズがより大きいにもかかわら

ず、韓国の現状は、初任者研修が需要の 10%を

も満たせず、しかも、新任教師の研修について

は市・道の教育委員会主催の 3日間の研修以外、

新任教師の資質・能力の向上と教職の適応を目

的とする研修は設けられていない(金源慶，

198916))。

現行の法律をみてみると、特殊教育教師の資

質向上に関する特殊教育振興法第23条(特殊学

校教員の資質向上)の規定によれば「①国家及

び地方自治体は特殊教育教員の資質向上のため

に教育及び研修を定期的に行わねばならない。

②第 1項の規定及び第2項に準じる教育及び研

修に関する必要な事項は教育令として定める」

とし、さらに、同法の施行規別(特殊教育振興

法施行規則)第 12条によると「教育部長官及び

教育監は法第23条の規定に準じる特殊教育担

当教員の資質向上のための教育及び研修を年に

1回以上実施しなければならないJ(教育部令第

660号、1995年4月28日施行)とされているが、

実際の新任教師の研修に関する条文は見あたら

ない。現在実施されている研修についても実際

の研修のニーズをふまえた上で、参加者それぞ

れの教職経験年数を考慮、に入れて実施されるの

が望まれる。

ているかを明らかにするために、研修の場をあ

らかじめ設定した。まず、研修の場を学校内部

と外部に分け、学校内部についてはインフォー

マル、フォーマノレ、小集団、全体等の点に留意

し、「学内同僚J r学年会J r教科部会J r学校全

体J の4つを設定した。また、学校外部につい

ては「教育委員会J r自主サークル」を設定した。

これらのいずれにも属さないものとしてJ個人
研修J という項目を加えた口

「障害児教育教師の全般的な資質・能力」の

向上のための研修の場として、「個人研修」が最

も有効であると認識されており、その次が「学

校全体Jr学内同僚Jr教育委員会Jr自主サーク

ノレJ r学年会J r教科部会」の順であった。教職

経験年数の面では若手教舗と中堅教師は、「個人

研修」をより高く評価していたが、年配教師は

「学校全体J の研修を有効であると認識してい

た。「障害児教育教師の専門的な知識・能力」の

向上のための研修の場としては、「個人研修」が

最も有効であると認識されており、以下「学内

同僚Jr教育委員会Jr学校全体Jr教科部会Jr自

主サークルJ r学年会Jの11慎でトあったD 教職経験

年数回では若手教師は「学内同僚」を、中堅教

師は「教育委員会」を、年配教師は、「学校全体J

と「個人研修」をそれぞれより有効であると認

識していた。つまり、「学内同僚」は教職経験年

数が短いほど高く評価され、「学校全体Jは教職

経験年数が長いほど有効であると評価されてい

た。「重度・重複障害に関する知識・能力」の向

上のための研修の場としては、「学校全体」が最

も有効であると認識されており、以下「個人研

修J r学年会J r教育委員会J r教科部会J r自主

サークルJ r学年会」であった。「情操教育J の

向上のための研修の場としては、「自主サーク

ノVJ と「個人研修」がそれぞれ最も有効である

と認識されていたが、教職経験年数では若手教

師と中堅教師の両者が高く評定している反面、

年配教師は低く評定していたは2=22.164，

2.研修の場 df=12， pく.05)0 r基礎的な資質」の向上のた

肢体不自由教育教師が資質・能力の形成にど めの研修の場としては、「学校全体」が有効であ

のような研修を進めることが効果があると捉え ると認識されていた。教職経験年数では若手教
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師が「学内同僚」をより有効であると認識して

おり、中堅教師と年配教師は「学校全体j を高

く評定していた。つまり、教職経験が長いほど

「学校全体J を高く評価している傾向が見られ

た。「医学的理解J と「協調性Jの向上のための

研修の場は、「学校全体」が有効でトあると認識さ

れていたが、教職経験年数間で差は見られな

かった。

以上の結果からは資質・能力の形成のための

望ましい研修の場は 7つの資質・能力の領域の

うち、「障害児教育教師の全般的な資質・能力」

「障害児教育教師の専門的な知識・能力J r重

度・重複障害に関する知識・能力J r情操教育」

といった一般的な教職の素質に関わる領域と、

より専門性が求められている領域においては半

数以上の教師が「個人研修」が有効であると認

識していた。一方、 Fig.3に示すように「基礎

的な資質J r医学的理解J r協調'1生」の領域では、

「学校全体」がより有効でトあると認識されてい

た。

教職経験年数では若手教師は「個人研修」有

効と促えて、年配教師は「学校全体」の研修を

好んでいたのが特徴的であった。しかし、韓国

における研修の現状は 1982年から 1988年まで

の研修実施機関はすべて委託研修として、ソウ

ル盲学校と植国大学、大郎大学で実施されてお

り(金源慶， 1989日))、 1996年には委託研修が国

立特殊教育院で実施された(韓国国立特殊教育

院， 199615)) 0 このように韓国における現職教育

形態は、 Berge、Harrisand Walden (19572)) 

がいう中央調整的アプローチ (Centralized

approach)の形態に偏っているが、伊藤

(198614))によると、学校に焦点、を当てた現職教

育方式は安上がりで、しかも効果的であるとし

ていることから現実的な条件を異にする個々の

学校で実施される必要があると言える。

つまり、教師自身の自己研修が基本となる「個

人研修」と教師全員が参加する「学校全体」研

修の充実を図ることによって、校内の課題の解

決と教師個人の教育力を高めるための校内研修

の活性化が重要であろう。

3.研修の形態

肢体不自由教育教師の資質・能力の形成のた

めの研修の形態は Fig.4に示すように、「障害

児教育教師の全般的な資質・能力」では「実技

実習Jがより有効であると認識されていた。「障

害児教育教師の専門的な知識・能力J r重度・重

複瞳害に関する知識・能力J の領域では「セミ

ナ一方式」がより有効であると認識されていた。

一方、「情操教育J r基礎的な資質J r協調性」の

向上のための研修の形態は、「実技実習」がより

有効であると認識されていた。そして「医学的

理解」の向上のための研修の形態は、「講義方式」

0%10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%00% 

全般的な資質・能力

専門的知識・能力

重度 ・重複に関する知識・能力

情操教育

基礎的な資質

涯学的理解

協調性

一ー一一......_....一一一....-，ー…u一一一一…一…-一-一一一一一…一.._J

園自主サーク/レ 巴教育教育委員会ロ学校全体 回教科部会 ・学年会 図学内同僚 ・個人

Fig.3 研修の場
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がより有効で、あると認識されていた。

以上の結果は永岡(198324))の研究と同様の知

見が得られた。つまり、「依存的研修型」より「同

僚集団研修志向型」、すなわち講義式よりセミ

ナー型、経験交流や実技実習が有効であった。

4.研修の指導者

肢体不自由教育教師の資質・能力の形成にど

のような研修の指導者が効果的であると捉えて

いるかを Fig.5に示した。「障害児教育教師の

全般的な資質・能力」の形成のための研修の指

導者には、「教育実践者」が最も有効であると認

識されており(全体教師の 69.1%)、次いでγ校

長・教頭(教監)J r大学教員J r主任J r指導主

事(奨学士)Jの順であった。教職経験年数では

若い教師ほど、「教育実践者」を高く評価してい

た白「障害児教育教師の専門的な知識・能力」の

形成のためには、「大学教員」が最も有効である

と認識されており(全体教師の 50.3%)、その次

が「実践者J r主任J r校長・教頭(教監)Jであっ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全般的な資質・能力』

専門的知識・能力

重度・重複に関する知識・能力

情操教育

基礎的な資質

医学的理解

協調性
t 

-ー~ー拘噂ザー山一旬ーーー一

国体験発表 ・討議方式 ロセミナ一方式図講義方式 回実技実習 臨経験交流 思授業参観

Fig.4 研修の形態
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悶指導主事 -大学教員 ロ教育実践者 図主任 聞校長・教頭

Fig.5 研修の指導者
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た。「重度・重複障害に関する知識・能力」の形

成のためには、 「教育実践者Jが最も有効で、ある

と認識されており(全体教師の 53.0%)、その次

が、「大学教員J r主任J r校長・教頭(教監)J

であった。「情操教育」の形成のためには、「教

育実践者J が有効で、あると認識されており(全

体教師の 76.0%)、次いで「大学教員J r主任j

「指導主事J r校長・教頭(教監)J であった。

「基礎的な資質」の形成のためには、「教育実践

者」が有効であると認識されており(全体教師

の78.7%)、次いで、「主任J r校長・教頭(教監)J

「大学教員J r指導主事(奨学士)J の}I慎であっ

た。「医学的理解」の形成のためには、「大学教

員」が有効であると認識されており(全体教師

の60.4%)、その次が「教育実践者J r主任Jr校

長・教頭J r指導主事J という}I顕であった r協

調'性」の形成のための研修の指導者は、「教育実

践者」が有効で、あると認識されていた(全体教

師の 56.4%)。

つまり、肢体不自由教育教師は、研修の指導

者として「障害児教育教師の全般的な資質・能

力J r重度・重複障害に関する知識・能力J r情

操教育J r基礎的な資質・能力J r協調性J の領

域では教育実践に携わっている指導者、すなわ

ちJ教育実践者」が有効であると認識しており、
「障害児教育教師の専門的な知識・能力J r医学

的理解j といった高度の専門知識を必要とする

領域では「大学教員」を高く評価していた。

一方、日常の職務活動を通して資質・能力の

形成に影響を受けている対象については身近な

者として気軽に接しやすい同僚や先輩、そして

職務関係上接する機会が多い教頭等が日常の職

務活動を通して資質・能力の形成に影響を与え

ていると認識していた。このことは教員の力量

形成の契機として学校でのすぐれた先輩、指導

者との出会い、学校外のすぐれた人物との出会

いの重要性を指摘している山崎・小森・紅林・

河村(199328))の知見と類似した示唆点を与えて

いる D

5.研修の内容

行政研修の内容を以下の「基本研修J r領域研

修J r教科研修J r職務研修J の四領域に区分し

た場合、「障害児教育教師の全般的な資質・能力」

の形成には、 Fig.6に示すように「基本研修J

が有効で、あると認識されており(全体教師の

53.8%)、以下が「領域研修J r職務研修J r教科

研修J の}I顕であった。教職経験年数では若い教

師ほど、 f基本研修Jが「障害児教育教師の全般

的な資質・能力」の形成のためより有効である

と認識していた (X2=17.43，df=6， pく.01)0 

「障害児教育教師の専門的な知識・能力」の形
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重度・重複に関する知識・能力
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Fig.6 研修の内容
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成のためには、「領域研修」が有効であると認識

されており(全体教師の 62.3%)、「教科研修」

「職務研修J r基礎研修Jはその次であった。教

職経験年数では若い教師ほどJ領域研修」が「障
害児教育教師の専門的な知識・能力」の形成の

ために有効であると認識していたo 「重度・重複

障害に関する知識・能力」の形成には、「領域研

修」が有効であると認識されていた(全体教師

の73.1%)。教職経験年数の面では短い教師ほ

ど、「領域研修」が「重度・重複障害に関する知

識・能力J の形成のため有効であると認識して

いた。「情操教育」の領域では、「教科研修J が

有効であると認識されており、教職経験年数で

は差は見られなかった。「基礎的な資質」の領域

では、「基本研修」が有効であると認識されてお

り(全体教師の 52.6%)、教職経験年数の短い教

師ほど、 f基本研修」が「児童・生徒の理解」の

形成のために有効でトあると認識していた。これ

は「障害児教育教師の全般的な資質J の領域と

同様の傾向であった。「医学的理解Jの形成のた

めの研修としては、「領域研修」が有効であると

認識されており(全体教師の 55.0%)、教職経験

年数では差は見られなかった。 r協調性Jの形成

のための研修としては、「基本研修」が有効であ

ると認識されており(全体教師の 51.3%)、教職

経験年数では差は見られなかった。

以上のように肢体不自由教育教師は「障害児

教育教師の全般的な資質・能力Jγ基礎的な資質」

「協調性」の領域では「基本研修」が、そして

「障害児教育教師の専門的な知識・能力J r重

度・重複障害に関する知識・能力J r医学的理解」

の領域では γ領域研修」が、それぞれ有効であ

ると認識していた。

ここでの「基本研修」は「新規採用教員研修J

「初期教員研修」など、経験年数別の研修会に

該当し、「領域研修」とは「教育相談J r肢体不

自由児の指導」などを内容とする研修に該当す

ることから、経験年数を基本とする「基本研修」

に比べ、「職務研修」は、一般に目標が明確で、、

内容も異体性をに富み、かつ、専門化されてい

るo しかし、障害領域別参加者のニーズや障害

領域別課題の相違などによる研修内容の柔軟な

工夫を必要としている口

IV.まとめ

韓国における従来の肢体不自由教育教師の研

修はいわゆる講義式などの依存的研修型が多

く、資格を取得することや単なる情報の交換、

また、精神訓話として利用される傾向が多く見

受けられている口が、教職経験年数や対象者の

ニーズをふまえた上で、研修の時期と研修の内

容等を検討して実施する必要がある。そこで本

稿では肢体不自由教育教師の諸資質・能力 (7つ

の領域)を取り上げ、研修を通じてどのように

形成されていくかについて検討を行った結果、

次のような知見が得られた。

全体的な研修の時期は、教職経験5年目まで

が、研修の場は r1国人研修」が、研修形態につ

いては「セミナ一方式」が、研修の指導者は「教

育実践者」と「大学教員J が、そして研修内容

は「基本研修」と「領域研修」がより有効であ

ると認識されていた。

研修の時期について教職に就いてから早いほ

ど有効で、あると認識されており、その傾向は教

職経験面では中堅教師や年配教師より若手教師

に強かった。そして教職経験を積むことによっ

て研修内容は授業や学級経営から学校の管理運

営に関係する内容に変化し、それとともに研修

の場も学校内部から学校外部へと移動していく

傾向が見られた。つまり、教職経験を積むにつ

れて、個人レベルでは研修のニーズの変化を意

味し、学校組織の面では校内での役割の変化を

意味していると推測される。

一方、「障害児教育教師の全般的な資質・能力」

は若い教師も十分形成されていると認識してお

り、年数が加わっても変化は見られないのに対

し、専門的な知識・能力に関わる領域、すなわ

ち、「障害児教育教師の専門的な知識・能力Jr重

度・重複障害に関する知識・能力J r医学的理解」

は若い教師において実践上不十分であるという

ように自覚され、経験年数が上がるにつれて、

それらの能力が着実に上昇するとしている o
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最後に、三津・瀬尾・草薙(199323)) は研修の

阻害要因として研修時間の不足と研修意欲の欠

如を挙げているが、今回の調査結果からは自己

研修、すなわち偶人研修と学校全体の研修はよ

り有効であるという結果が得られた。研修が各

自の教師の資質・能力を伸ばすという点からい

えば本来個人的な性格のものであり、その個人

的な側面を協働的、組織的な研修活動へ組み込

んでいくことによってそれぞれの教師の限界を

克服し、各学校の事情や教育目標を十分ふまえ

た上でさらに、地域や子どもの実態を考慮しつ

つ「学校全体J での研修を組織的に計画・実施

することが望まれる。個人研修と学校に焦点を

当てた学校全体研修は、現職教育のあり方とし

て経済的な面、あるいは従来の研修の阻害要因

であった時間的な酉でも効果的な現職教育の形

態であるといえる。これについては今後さらに

多角的な視点、から厳密な検討が必要と思われ

る。
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A Study on In-service Training of the Teachers of PhysicaHy 

Handicapped Children in Korea 

Hong JOONG CHO and Yuji YANAGIMOTO 

This research surveys effects of different variables such as: training period， training 

location， training form， training teacher， training content， on the characteristics and 

competencies formation of 170 teachers of physicaIly handicapped children in Korea. lt 

was found that for general characteristics' and competencies' formation， each of the 

variables which yielded the best resu1ts are as follows: Up to 5 years teaching experi-

ence for a training period， the personalIy-formed for a training location... seminar for 

a training form， practitioner for a training teacher， and foundation for a training 

content. For special competence's formation， the same results for general competence 

applied to a training period， a location and a form. With respect to training teacher and 

the training content， best results were obtained for university teachers and the field of 

disabled respectively. On the whole， it was found that the effect of characteristics' and 

competencies' formation was the greatest for young teachers. Training results were the 

best within the school environment. Furthermore， the formation of the characteristics 

and competencies came through the influence of colIeagues， friends and immediate 

superiors， rather than the school principal or the head teacher. 

Key Words: teachers of physically handicapped children， characteristics and compe-

tencies， ln-service training， Korea. 
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